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生保ＴＡＬ、売上高24％増
ただし保険料支払い急増で減益

第一生命傘下のＴＡＬはこのほど、2013／14年度通期（13年４月～14年３月）の売上高が前期比24％増
の23億豪ドル(約2,186億円）だったことを明らかにした。雇用主が提供する団体プラン保険をはじめと
する、市場でのシェアを確立したことが背景にある。しかし、保険金請求額が予想を上回り、同38％増の
８億8,500万豪ドルとなり、純利益は同100万豪ドル減の9,000万豪ドルに減少した。

　17日付オーストラリアンによれば、生保業界は、保険
料請求と失効の増加、ＡＭＰやナショナル・オーストラ

リア銀行（ＮＡＢ）などの上場企業への契約移行が増え
る傾向にある。
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　ＴＡＬのミント最高経営責任者（ＣＥＯ）は「厳しい
環境は来年または再来年まで続くだろう。業界は、保険
料の支払い請求がここまで増加するとは予想していな
かった」と述べた。
　金融大手ＣＩＭＢのアナリストは「マクロ経済環境の

改善を除いては市況が厳しく、生保企業が事態を修復す
ることは容易でない」とした。
　ＴＡＬは先に、13年12月時点の保有契約年換算保険
料が18億7,800万豪ドルに達し、オーストラリアの生
保市場で首位となったことを発表していた。

 
 

【オーストラリア－ＩＴ】

豪キヤノンが事業再編に着手、約100人削減も
　キヤノンオーストラリア（豪キヤノン）が全従業員の
１割に相当する約100人を削減することが分かった。対
象となるのは事務職員や後方業務を行う従業員。同社は
昨年、オーストラリア事業の見直しに着手しており、今
回の人員削減はその一環という。【ＮＮＡ編集部】

　豪キヤノンの広報担当者はＮＮＡの取材に対し、事業
構造や作業プロセスの改善を目的に業務の再編を行っ
ていると説明。その一環として「ビジネスプロセス管理
（ＢＰＭ）事業については外部パートナーに業務を一部
移管している」とし、その結果「100人前後の事務・管
理スタッフに影響が出る」ことを明らかにした。人員削
減は今年９月までに完了する予定。
　ただ、同担当者は、豪キヤノンが今後もオーストラリ
ア事業の成長に向けた取り組みを続けていくことを強
調。「（シドニーの）マッコーリーパークにある新本社ビ
ルのほか、ブリスベーン、メルボルン、アデレード、パ
ース、キャンベラに拠点を持っていることがそれを示し
ている」と述べた。

　今後新たな人員削減を行う可能性については「ほかの
企業と同様、顧客に最高のサービスを提供するため、引
き続き事業の見直しを行っていく」と述べるにとどめ
た。
　

市場の競争激化
　
　16日付オーストラリアン・ファイナンシャル・レビュ
ーによると、2013年暦年の豪キヤノンの売上高は、競争
の激化を背景に７億5,650万豪ドル（約718億円）と前
年比0.3％増のわずかな伸びにとどまった。売り上げの
大半はデジカメやプリンターなど電子機器の販売によ
るもので、法人向けのオフィス機器リースの売り上げは
このうち3,800万豪ドル前後という。
　13年暦年の純利益は755万豪ドルと前年の494万豪
ドルから53％増加。13年に従業員に支払った金額では、
給与（退職年金含む）が１億2,400万豪ドル、販売手数
料が1,020万豪ドルだった。

中部電、豪産ＬＮＧの輸送船を共同保有
　中部電力はこのほど、同社が購入
するオーストラリア産液化天然ガ
ス（ＬＮＧ）の輸送で、定期用船契
約を結んでいるＬＮＧ輸送船保有
会社トランス・パシフィック・シッ
ピング１（ＴＰＳ１）とトランス・
パシフィック・シッピング２（ＴＰ
Ｓ２）について、それぞれ40％の
株式を取得することを明らかにし
た。これにより、中電は初めてＬＮ
Ｇ輸送船２隻の共同保有者となり、
輸送コストの削減などを目指す。

　ＴＰＳ１とＴＰＳ２はそれぞれ、
三菱商事と日本郵船（ＮＹＫ）、三
菱商事と商船三井の合弁企業とな
っている。中電は約40億円を投資
し、◆ＴＰＳ１：三菱商事から10％、
ＮＹＫから30％◆ＴＰＳ２：三菱
商事から10％、商船三井から30％
――の株式を取得する。取得時期は
現在建造中のＬＮＧ輸送船が完成
する今年９～12月になる予定。
　中電は、米石油大手シェブロンが
オペレーターを務める西オースト

ラリア州沖のゴーゴンＬＮＧプロ
ジェクトと国際石油開発帝石（イン
ペックス）がオペレーターとして進
めるイクシスＬＮＧプロジェクト
のＬＮＧを輸送するために、ＴＰＳ
１とＴＰＳ２との間でそれぞれ
2017年から約15年間、19年から約
20年間の定期用船契約を締結して
いる。オーストラリアからは最大で
250万トンのＬＮＧを輸入する予
定だ。
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ビジネスは法務戦略で差がつく

【オーストラリア－資源】

インペックス、ＷＡ州沖合で新ガス探鉱区落札
　国際石油開発帝石（インペックス）
はこのほど、子会社のインペック
ス・ブラウズＥ＆Ｐを通じて、オー
ストラリアの石油大手サントスとと
もに西オーストラリア（ＷＡ）州沖
合のＷＡ―502―Ｐ鉱区を落札した

ことを明らかにした。インペックス
が同鉱区の権益比率の40％を、サン
トスがオペレーターとして60％を
保有する。
　インペックスによれば、同鉱区は
同社がオペレーターとして進めるイ

クシス液化天然ガス（ＬＮＧ）プロ
ジェクトのガス・コンデンセート田
の周辺にあるという。同鉱区の取得
により、イクシス関連のガス・コン
デンセート田の周辺にある同社の保
有探鉱鉱区は10鉱区に増加した。

【オーストラリア－経済】

＜予算案・議会＞「与党に不投票を」、野党党首
　野党労働党のショートン党首は、連
邦政府が先ごろ発表した来年度予算
案について、家計をまったく理解して
いない予算だと批判し、次の総選挙で

は保守連合政権（自由党・国民党）に投票しないこと
で、アボット首相に対する不信任を表明すべきだと有権
者に訴えた。地元各紙が伝えた。
　ショートン党首は15日夜の議会スピーチで、政府予
算案に盛り込まれた失業手当や学生ローン、年金、ファ
ミリー・タックス・ベネフィット（ＦＴＢ）の削減など
を批判。国民を「冷たく、みすぼらしく、狭い場所」に
押し込めるものだと主張した。労働党はすでに、これま
で無料だった一般診察医（ＧＰ）診察料の一部費用負担

や燃料税の引き上げに反対している。
　オーストラリア国立大学の社会経済モデル研究所（Ｎ
ＡＴＳＥＭ）の試算によると、来年度予算案の施行によ
り、2014～15年には、１人の所得で生活し、年間所得が
６万5,000豪ドル（約620万円）で子どもが２人（１人
は小学生、１人は中・高校生）の家庭の場合、年間1,733
豪ドルの負担増となる。16年には年間の負担額が5,830
豪ドルに増える見通し。
　ショートン党首はまた、保守連合が、増税は行わず、
年金制度を変更することはないとした先の総選挙の公
約を破ったと主張。予算案が「うその上につくられた約
束破りの予算だ」と述べ、アボット首相を攻撃した。首
相はこれを否定している。

【オーストラリア－経済】

＜予算案・新税＞高所得者向け新税に「抜け穴」
　連邦政府は来年度予算案の中で、７
月１日から３年間限定で、年間所得
18万豪ドル（約1,700万円）を超え
る場合、２％の新税（deficit tax）

を導入すると発表した。だが、専門家によれば、新税を
回避する「抜け穴」があるという。オーストラリアン・
ファイナンシャル・レビューなどが伝えた。
　新税の導入により、年収18万豪ドル超の場合の最高
限界税率は49％に押し上げられ、1990年以来の高水準
となる。だが、プロスペリティー・アドバイザーズのク
リブ氏によれば、税務顧問が裁定機会を申請することに
より、フリンジベネフィット税（ＦＢＴ）は来年４月ま

で47％を維持できるという。
　例えば、年間の給与パッケージが20万豪ドルの場合、
今年７月から来年４月までの９カ月間で新車のリース
に２万豪ドルを支払った場合、課税所得は18万豪ドル
となり、新税の２％を回避できる。同氏によれば、申請
は非常に簡単だという。
　一方、会計事務所ウイリアム・バックのボンソーン氏
は、中小企業の経営者が、自身の給与と配当金の支払い
を会社に留保しておき、新税が３年後に廃止された後に
自分に支払うことが可能だとしている。同氏は「税金逃
れではない。完全に合法だ」と述べている。
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【オーストラリア－経済】

＜予算案・産業＞ベンチャーキャピタル優遇廃止
　連邦政府は来年度予算案の中で、ベ
ンチャーキャピタルに対する補助金
制度を廃止することを明らかにした。
これを受けて財界からは、国内産業の

イノベーションを促進するための代替案を求める声が
上がっている。オーストラリアン・ファイナンシャル・
レビューが伝えた。
　新興企業や技能訓練の予算が大幅に削減されたこと
から、財界団体は、ベンチャーキャピタルのための新た
な税制優遇措置を政府に要請。オーストラリア産業グル
ープ（ＡＩＧ）のウィロックス代表は、オーストラリア

国内のベンチャーキャピタルの総資金量が世界と比較
にならないぐらい少ないと指摘。外資にとって魅力的な
税制を導入し、特に米国から国内のベンチャーキャピタ
ルへの投資を誘致する方策が必要だと訴えた。
　国内のベンチャーキャピタルの総資金量は200億豪
ドル（１兆8,969億円）で、このうち約５割がスーパー
アニュエーション（退職年金）基金を通じたものという。
　マクファーレン産業相は、ベンチャーキャピタルの補
助金政策を廃止した後、新たな優遇税制を導入する可能
性を排除していない。また、新興企業のための補助金の
一部を維持する可能性もあるとみられている。

【オーストラリア－労働】

就労ビザの英語力基準緩和を＝財界団体
　財界団体のオーストラリア産業グ
ループ（ＡＩＧ）は、政府が長期就
労ビザ（サブクラス457）申請の要
件の１つである英語能力の基準を
「大幅に」緩和しない限り、熟練労働
者不足が進み、多くの企業が海外に
流出すると主張している。オースト
ラリアンが伝えた。
　政府に対する意見書の中でＡＩＧ
は、英語能力の要件が、熟練技能を
持つ移民の確保の妨げになっている
と指摘。前労働政権が実施した457
ビザの規制強化について、保護主義
的感情に基づくものだと批判した。

　前政権は、457ビザの「労働市場
検査」を強化。457ビザを活用して
いる企業の一部は、◆外国人労働者
の採用後６カ月以内にオーストラリ
ア人を対象とした人材募集を行わな
くてはならない◆企業が支払う年間
給与のうちの１～２％相当を職業訓
練に充てなければならない――など
の条件を満たしているかどうかをチ
ェックされる。
　保守連合（自由党・国民党）政権
が今年２月、457ビザの見直しを開
始すると発表して以来、ビザ申請者
の英語能力が争点となっている。企

業側が、英語能力の基準引き下げを
要請しているのに対し、労働組合は
現状維持を求めている。
　457ビザ申請時の英語能力の要件
は2007年、ハワード政権下で導入さ
れた。オーストラリアンによれば、
中国の投資家らはオーストラリア外
務省に対し、英語能力の壁が投資を
妨げていると訴えているという。
　政府は今年２月、企業当たりの発
給上限数を撤廃するなど、457ビザ
の規制を一部緩和している。

【オーストラリア－経済】

豪中ＦＴＡ交渉、サービス市場の開放要請へ
　ロブ貿易相は、中国との自由貿易
協定（ＦＴＡ）交渉において、サー
ビス分野の市場開放を進めるよう同
国に求めていく意向を示した。向こ
う１カ月で２回にわたり中国側と交
渉する予定だ。オーストラリアン・
ファイナンシャル・レビューが伝え
た。
　ロブ貿易相と中国の高虎城商務相
は、17～18日に中国・青島で開催さ
れるアジア太平洋経済協力会議（Ａ
ＰＥＣ）貿易担当大臣会合に合わせ
て話し合いの場を持つほか、来月頭

にはキャンベラで第20回目のＦＴ
Ａ交渉を行う。オーストラリアは、
サービス関連企業の出資規制緩和と
専門資格の相互承認を試験的に実施
するよう中国側に呼びかけていく考
えだ。
　中国はこれまでサービス市場の開
放に後ろ向きだったが、国内経済減
速を受けて譲歩する姿勢を示す可能
性があるという。
　また同国が、日本や米国、欧州連
合（ＥＵ）など22カ国・地域が参加
する新サービス貿易新協定（ＴｉＳ

Ａ）交渉への参加を表明しているこ
とも、オーストラリアにとって追い
風となるとみられる。中国のＴｉＳ
Ａ参加には米国などが難色を示して
いる。しかしロブ貿易相は「サービ
ス分野での規制緩和を盛り込んだ豪
中ＦＴＡがまとまれば、中国はＴｉ
ＳＡへの参加に説得力を持たせるこ
とができるだろう」と説明。中国は
オーストラリアとの協定を市場開放
の効果を試すために活用すべきであ
ると語った。
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豪州でも「リクルート」 やってます
人材派遣・人材紹介のAdvantage Professional（プロフェッショナル）は、

2012年よりRecruit Holdings の一員になりました
人材に関してお困りの事がありましたら、ご一報下さい。
豪州全土で『Local人材』・『日本語人材』問わず御社のニーズに応じてサポート致します。
登録者数延べ50,000人以上（2013年12月時点）

日本語でのお問合せ

Level 6, 115 Pitt Street, Sydney, AU 2000 　
URL: http://www.advantageresourcing.com/home.aspx?p_PageAlias=home
代表者：日吉  優介（Yusuke Hiyoshi）    Yusuke.Hiyoshi@advantageresourcing.com
Phone: 02.8199.9460 

Japan
Desk

Advantage Professional  

Neen Lavender / Stephen Prince 
apsydneyreception@advantageresourcing.com  Phone:02.9262.5344

碇  美樹 （Miki Ikari） 
Miki.Ikari@advantageresourcing.com　Phone: 02.8199.9459

Contact Information (English)

【オーストラリア－ＩＴ】

オプタス通期、２けた増益も携帯事業は減収
　シンガポール・テレコム（シング
テル）傘下の通信２位オプタスが15
日発表した2014年度（13年４月～
14年３月）決算は、純利益が前年度
比14.6％増の８億3,500万豪ドル
（約793億円）だった。２けた増益を
記録したものの、売上高は同5.2％
減の84 億7,000万豪ドルに落ち込
んだ。携帯電話の売上高と加入者数
が減少した。地元各紙が伝えた。
　第４四半期（14年１～３月）の携
帯電話事業の売上高は前年同期比

3.8％減の13億豪ドルとなり、８四
半期連続の減少となった。通期では
5.7％減収。
　第４四半期の携帯電話の契約数は、
前年同期の959万から943万に減少。
オプタスの顧客の多くが、通信最大
手テルストラに契約を切り替えたと
みられる。テルストラの携帯電話の
契約数は現在、1,550万となってい
る。
　オプタスは、競合のテルストラや
ボーダフォンと同様に、人気のスマ

ートフォンの割引率を引き下げる一
方で、月間契約のデータダウンロー
ド容量を縮小し、上限を超えた場合
の超過料金を引き下げるプランに変
更している。
　オプタスは、コスト削減のため、
過去１年間で従業員数を300人削減
しており、これにより、人件費は
7.4％減の10億1,000万豪ドルに引
き下げられた。同社は今月中に追加
で350人を削減する計画を示してい
る。

【オーストラリア－媒体】

ホワイトデータ、メディア大手の印刷所買収か
　ブリスベーンに本社を置くデータ
センター、ホワイトデータが、メデ
ィア大手フェアファックス・メディ
アがメルボルンのタラマリンに保有
する新聞印刷所の買収について交渉
中のもようだ。買収金額は2,500万
豪ドル（約23億8,600万円）とみら
れる。オーストラリアン・ファイナ
ンシャル・レビューが伝えた。
　フェアファックスは、ビクトリア
州バララットとニュースサウスウェ
ールズ州のノース・リッチモンドに
印刷所を移転しており、タラマリン

印刷所とシドニーのチュローラ印刷
所を今年半ばまでに閉鎖することを
計画していた。フェアファックスは
事業の再構築を進めており、これら
の閉鎖・売却により、計9,000万豪
ドルを調達し、年間4,400万豪ドル
の節減を目指している。
　チュローラ印刷所の売却には複数
のデータ企業が関心を示しているも
のの、実際の交渉は進んでいない。
売却価格は5,000万豪ドルとみられ
る。10.28ヘクタールの土地に３万
7,600平方メートルの産業用複合施

設がある。
　一方、タラマリン印刷所は5.975
ヘクタールの土地に２万4,000平方
メートルの複合施設を構える。
　ホワイトデータは現在、上場企業
のＩＭメディカルと合併手続き中で、
アジア太平洋地域でデータセンター
管理・提供専門サービスの展開を計
画している。同計画の中心は、同社
が運用する不動産信託がブリスベー
ンに設置予定の新しいデータセンタ
ーで、9,550万豪ドルを投じる見込
み。
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１日のデート代、シドニーは104ドルで世界５位
　シドニーは世
界で５番目にデ
ート費用がかか
る都市であるこ
とが、ドイツ銀
行の調査でわか
った。シドニー

のカップルが１日に使う金額は、平
均約104米ドル（約１万600円）だ
った。オーストラリアン・ファイナ
ンシャル・レビューが伝えた。
　世界の主要32都市を対象に、１

日のデートで使う映画のチケット
代やファストフード店での飲食代、
タクシー代などを計算し、費用が高
い順にランク付けした。
　オーストラリアの都市ではシド
ニーのほかメルボルンが97米ドル
で９位に入った。ランキング首位は
ロンドンで121米ドル。これにウェ
リントン（111米ドル）、英エジン
バラ（110米ドル）、ベルリン（105
米ドル）が次いだ。東京は100米ド
ルで７位だった。このほかパリが

104米ドル、ニューヨークは93米
ドルだった。一方、最も安くデート
ができる都市はインドのムンバイ
で25米ドルとなっている。
　昨年はシドニーのデート費用が
229.77米ドルで世界トップだった。
しかしドイツ銀行によると、昨年は
ピザの代金と花束代もデート費用
に含めて計算していた。このため昨
年と今年の結果を一概に比較する
ことはできないという。

【オーストラリア－社会】

南部で冬季は降水量減、ＣＯ２濃度上昇で
　オーストラリア国立大学（ＡＮＵ）
を中心とする研究者はこのほど、英
科学誌「ネイチャー」に発表した論
文の中で、オーストラリア南部で冬
季の降水量が減少していることにつ
いて、大気中の二酸化炭素（ＣＯ２）
濃度上昇が原因だと発表した。ＣＯ
２濃度の上昇がオーストラリア南方
海域で吹く西風の風力増大を引き起
こし、オーストラリア南部に来るは
ずの雨雲を南極方向に南へ押し流し
ているという。オーストラリアンが
報じた。
　西オーストラリア州では、冬季降
水量が1960年代に比べて20％減少
しているという。ＡＮＵの研究者は
「南極大陸上空を吹く強い西風は過

去70年間に強さを増している。われ
われの気候変動モデルとＣＯ２の増
加が関連している」と述べた。別の
研究者は、南極大陸の西風の変化は
オゾン層の破壊が原因と主張してい
る。
　

南極海の海氷過去最大に
　
　一方、ＣＯ２の排出による地球温
暖化の危機が叫ばれる中、４月に南
極海の海氷が１日当たり11万平方
キロメートル拡大し、単月としては
過去最大の900万平方キロメートル
になったことが分かった。４月の海
氷拡大は３～４月に持続的に吹いた
東風（ひがしかぜ）と、同期の平均

気温の低下があり、５月も増加を続
けるという。
　国立雪氷データ・センターによれ
ば、今年４月の海氷量は、1979年に
衛星観測を始めて以来、４月として
はこれまで最大を記録した2008 年
を32万平方キロメートル上回った
という。南極の海氷拡大は、ウェデ
ル海東部～インド洋南東部で顕著だ
という。ある専門家によれば、海氷
の拡大は地球温暖化による海水温度
の上昇により、南極での降水・降雪
量が増えたことが原因だという。一
方、今年４月の南極の陸氷は、過去
最低となった07年４月よりも27万
平方キロメートル分広かったとい
う。

【オーストラリア－経済】

３月の住宅融資、前月比1.1％減
　豪政府統計局（ＡＢＳ）によると、
３月の住宅融資総額（季節調整値）
は前月比1.1％減の273億4,600万
豪ドル（約２兆5,964億円）だった。
２月は前月比プラスだったが、減少
に転じた。住宅市場の成長の勢いに
ばらつきがあることを示している。
内訳は居住用の住宅物件が同1.2％
減の166億4,000万豪ドル、投資用
物件も同0.8％減少し107億500万
豪ドルとなった。

　住宅の融資成約件数も５万2,013
件と、前月から0.9％減少した。内
訳では、中古住宅の購入件数が４万
3,062件と同1.5％減少した一方、新
築住宅の購入件数は 2,686件と同
1.6％増加した。
　

商業融資は 2.8％増
　
　一方、ＡＢＳが発表した金融統計
によると、３月の商業向け融資総額

（季節調整値）は407億5,400万豪ド
ルと前月から2.8％の増加に転じた。
２月は前月から2.6％減少していた。
内訳は固定ローンが同0.7％減と２
月に続き前月比マイナス。一方、２
月に前月比5.2％減少していたリボ
ルビング・クレジット（クレジット
カードを含む回転信用枠）は同
14.5％増加した。
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【オーストラリア－建設】

カナダ年金最大手、豪州事務所の設置を検討
　カナダの年金基金最大手、カナダ
年金制度投資委員会（ＣＰＰＩＢ）
は、オーストラリア事務所の設置を
検討しているもようだ。ＣＰＰＩＢ
の世界の不動産投資のうち約３割が、
オーストラリアに対するものか、オ
ーストラリアのマネジャーを通じた
ものとなっている。オーストラリア
ンが伝えた。
　ＣＰＰＩＢは先月、不動産投資会
社デクサス・プロパティー・グルー
プと共同でコモンウェルス・プロパ
ティー・オフィス・ファンド（ＣＰ

Ａ）を買収。買収額は30億豪ドル
（約2,860億円）に上った。
　ＣＰＰＩＢのオーストラリアの不
動産投資を統括するイーディー上級
副社長は、オーストラリアへの投資
の比重の高さについて質問され、米
国やカナダ企業とも緊密な関係にあ
ると説明。ウエストフィールドやグ
ッドマン、デクサスなどのオースト
ラリア企業に、ＣＰＰＩＢと積極的
に提携関係を結ぶ意思があるかどう
かが重要だと指摘した。
　イーディー氏は、オーストラリア

のオフィス市場の空室率が高いこと
について、すべての市場は循環的だ
とした上で、ＣＰＰＩＢは長期的な
投資を行っていると強調。オースト
ラリア事業の業績はこれまでのとこ
ろ良好で、経済も成長を続けている
と述べた。
　ＣＰＰＩＢは、グローバル・ロジ
スティクス・プロパティーズと提携
し、日本とブラジル市場にも進出し
ている。

【オーストラリア－建設】

ブリスベーンのアパート認可、10年来で最高
　ブリスベーン市内のアパート建設
の認可件数が、過去10年で最高の水
準に達している。都会生活への憧れ
と、開発業者の景況感の回復が後押
ししているもようだ。オーストラリ
アンが伝えた。
　コリアーズ・インターナショナル
によれば、ブリスベーンでは昨年４
月から今年３月末までの１年間で、
約5,400戸のアパート建設計画が認
可された。このうち今年第１四半期
（１～３月）が1,198戸を占めてい
る。特にサウスブリスベーン、ニュ

ーステッド、ハミルトン、アルビオ
ンなどの市中心部に集中。今年は約
3,200戸が売りに出される見込み
だ。
　コリアーズのシニアアナリストの
ビアー氏は、ブリスベーンのアパー
ト市場が2002～08年には高成長を
示していたが、以降は低迷していた
と説明。投資目的のほか、消費者の
都市生活を求める傾向が、アパート
市場の活況につながっていると指摘
している。
　インベスタ・プロパティー・グル

ープは、ブリスベーン市内アデレー
ド通りのボーイング・ハウスの買収
に関心を表明。売却額は約6,000万
豪ドル（約57億3,000万円）に上る
とみられる。同社は、ボーイング・
ハウスの跡地に80階建て、1,055戸
のアパートを建設したい考え。
　市北部のボーエンヒルズでは、シ
ーモア・グループがアボッツ通りの
土地売却を計画しており、新たに
380戸のアパートが建設される可能
性があるという。

【ニュージーランド－経済】

＜ＮＺ予算案・福祉＞十億＄削減、黒字化に貢献
　ニュージーランド（ＮＺ）政府は、
2014／15年度（14年７月～15年６
月）の予算案で、３億7,200万ＮＺド
ル（約328億8,700万円）の黒字とな

ることを明らかにした。福祉予算を10年の政府予測よ
りも10億ＮＺドル削減したことが大きいようだ。生活
保護に頼る若者世代が増え、受給期間の長期化を解消し
たい狙いもあるとみられる。17日付stuff.co.nz（電子
版）が伝えた。
　イングリッシュ金融相は16日、14／15年度の予算案
で歳出を抑制することを強調し「10年の政府予測では、
14／15年度の福祉での歳出が115億ＮＺドルになると
していたが、実際は約105億ＮＺドルになる」と述べ
た。そのほか政策変更と経済成長の速さがわずかに黒字
に寄与するという。
　専門家の試算では、福祉予算削減で長期的には生活保

護を受ける29万人に影響するという。生活保護は、政
府が保有する退職年金基金（スーパーアニュエーション
ファンド）以外で、税金で負担する最も大きいコストの
うちの１つ。また、生活保護受給者の３分の２が20歳
以下で最初に受給し、再度生活保護に頼る傾向があり、
特に子供がいる20歳以下の女性が生活保護を受給する
平均期間は20年と長いようだ。
　ＮＺ政府は、数年前に同様の状況にある女性4,600人
に成人の監督者をつけたことで、同受給者数を40％減の
2,600人まで減らし、数億ＮＺドルの節減につながると
みられている。
　一方で予算案には、有給育児休暇期間を延ばし、無料
診療対象の子供の年齢を引き上げるなど、９月の選挙対
策として有権者の支持を集めやすい施策も盛り込まれ
ている。
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【ニュージーランド－経済】

＜ＮＺ予算案・Ｒ＆Ｄ＞６千万＄の税控除実施へ
　ニュージーランド（ＮＺ）政府は
15日に発表した予算案の中で、研究
開発（Ｒ＆Ｄ）投資を行うスタートア
ップ企業向けの税優遇策を明らかに

した。これにより対象企業は、Ｒ＆Ｄ投資から発生した
損失に対して、通常よりも早い段階で控除を受け取るこ
とが可能となる。来年４月から施行される見通しで、Ｒ
＆Ｄに携わる対象企業はそのほかの税優遇策と合わせ、
向こう４年間で5,800万ＮＺドル（約50億8,400万円）
分の税額控除が受けられることになる。16日付ＮＺヘラ

ルド（電子版）などが伝えた。
　ジョイス経済開発相兼科学・イノベーション相は「国
内経済の長期的成長を促すため、企業によるＲ＆Ｄ支出
額の対国内総生産（ＧＤＰ）比率を１％まで引き上げる
ことを目指す」と説明。スタートアップ企業によるＲ＆
Ｄ投資が活性化するよう、減税措置を設けると話した。
　このほかＮＺ政府は、科学研究分野へ15年からの３
年間に計5,700万ＮＺドルを拠出するほか、新たな中核
研究センター基金（ＣｏＲＥＳ）の設立に向こう４年間
で5,300万ＮＺドルを投じる。

【ベトナム－製造】　《日系進出》

大阪富士工業、ベトナムに現法
　大阪富士工業（兵庫県尼崎市、大
島三十二社長、06-6487-1865）はこ
のほど、ベトナムの南部ドンナイ省
に鉄鋼や製紙、電力関係会社の設備
部品の補修・製作を手掛ける現地法
人「ベトナム大阪富士」を設立した
と発表した。同社の海外拠点はベト
ナムが初めて。
　ドンナイ省ニョンチャック第３工
業団地に１万3,000平方メートルの
敷地を取得した。延べ面積約2,400
平方メートルの工場を建設する。
６～７月に着工し、2015年４月をめ

どに本格稼働させる計画だ。総投資
額は３億円。
　工場では、表面被覆技術である溶
射や肉盛溶接などによって、メーカ
ーなどの生産設備部品の補修・製作
を行う。従業員数は15人程度を予
定。このうちベトナム人実習制度の
経験者10人を再実習生として採用
し、６月から2015年３月まで日本で
教育する。
　大阪富士工業は、12年12月にホ
ーチミン市に駐在員事務所を設置、
現法設立に向けて事業化調査（ＦＳ）

を進めてきた。現法ライセンスは今
年３月12日付で取得した。
　同社の担当者は15日、ＮＮＡの取
材に対して、「ベトナムでは溶射の技
術がさほど普及しておらず、市場と
して可能性があると判断し進出を決
めた」と説明。主な顧客ターゲット
は、電炉メーカーやガルバリウム鋼
材メーカー、製紙、電力、セメント
業界を想定している。
　大阪富士工業は1955年設立。資本
金は9,447万円。

【インドネシア－製造】　《日系進出》

ＣＫＤ、来年インドネに生産拠点
　省力・自動機械大手のＣＫＤは、
2015年10月をめどにインドネシア
のジャカルタに生産拠点を設置する。
投資額は１億～１億5,000万円を見
込む。現地に進出する顧客企業への
シリンダーの供給体制を強化するの
が狙いだ。
　賃貸工場にマシニングセンター
（ＭＣ）や旋盤などの生産設備を導入

し、生産を開始する。同時期に現地
法人を設立する予定だ。資本金や出
資比率、生産能力などの詳細はこれ
から詰める。
　海外の生産拠点は、中国、タイ、
マレーシアに次ぐ４カ国目。インド
ネシアへはこれまで、日本やタイな
どの工場から製品を供給していた。
日系の自動車関連企業や工作機械メ

ーカーなどの参入が増えていること
から拠点を設置することに決めた。
　ＣＫＤは2015年までの中期経営
計画で、製品・販売・生産のグロー
バル化を目標に掲げている。14年３
月期の売上高は前期比16％増の755
億円。うち海外は26％増の170億円
と大きく伸び、全体の23％を占め
た。
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【インド－媒体】

ソニー、インドで地場音楽配信の株式26％取得
　ソニー・ミュージックエンタテイ
ンメントは18日までに、インドの地
場ネット通販大手インフィビーム・
ドットコムの子会社で、携帯端末向
けの音楽配信プラットフォームを開
発・販売するインフィビーム・デジ
タル・エンターテインメント（イン
デント）の株式26％を取得した。取
得額は非公表。インフィビームは引
き続き筆頭株主となる。ビジネス・
ライン（電子版）などが伝えた。

　今回の株式取得を通じて、経営に
は関与せず、インデントのプラット
フォームを活用した音楽配信業務の
拡大に力を注ぐ。ソニー・ミュージ
ックは、インドでの第３世代（３Ｇ）
サービスの浸透に伴い、自社が保有
する膨大な音楽ライブラリの利用が
伸びるとみている。
　ソニー・ミュージックのシュリド
ゥハル・スブラマニアム社長（イン
ド・中東担当）は「配信プラットフ

ォームと音楽レーベルの相乗効果を
期待している」と述べた。インフィ
ビームの創始者、ビシャル・メフタ
氏は「配信サービスのためのクラウ
ド事業の強化に向けて、向こう３年
間で10億ルピー（約17億円）を投
じる計画だ」と語った。
　スブラマニアム社長によると、イ
ンドの音楽ソフト業界は100億ルピ
ー規模と推計され、今年は20％の伸
びが見込まれるという。

【タイ－繊維】

東京ランウェイ、タイのサイアムに１号店
　ノリ菓子大手タオケーノイ・フー
ド・アンド・マーケティングのイテ
ィパット最高経営責任者（ＣＥＯ）
はこのほど、日本の有名ファッショ
ンショーを店舗名に使用した日本ブ
ランドの服とアクセサリーのセレク
トショップ「東京ランウェイ」１号
店を６月５日にタイのバンコク中心
部の商業施設「サイアム・スクエア・
ワン」に開設すると発表した。日本
ブランドのセレクトショップとして
は、タイで最大規模。日本の最先端

のファッションや音楽文化をアピー
ルし、今後３年間に10店舗展開を目
指す。
　イティパットＣＥＯは今年初め、
ファッション関連のイベント企画・
運営のバーテックス・アジア（Vertex
Asia）、日本の服飾会社とそれぞれ
70％、15％、15％出資し、資本金約
3,000万円で店舗を運営する東京ラ
ンウェイ・マーケティングを設立、
ＣＥＯに就任した。
　日本でファッションショー「東京

ランウェイ」を企画運営するファッ
ション・メディア企画会社アイグリ
ッツ（東京都渋谷区）のマネジャー
でバーテックスの共同ＣＥＯを務め
る勝田隆仁氏はＮＮＡに対し、「日本
文化が浸透しているタイだが、実際
には日本食や子供向けのアニメに人
気が集中し、ファッションや音楽は
まだあまり知られていない」と述べ
た。
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【タイ－食品】

パーティーランド、タイに海外１号店
　フローズンヨーグルト専門店の
「パーティーランド」が15日、タイ
のバンコク都内に海外１号店をオー
プンした。今年は都内で３店舗の展
開を目指す。来年以降は地方への出
店も検討しており、フローズンヨー
グルトの人気を全国に広める狙い。
　「パーティーランド」は日本国産
100％のフローズンヨーグルトに、顧
客がフルーツなどのトッピングを自
分で盛り付けるセルフサービス式の
店で、日本では東京、大阪、沖縄な
どに計８店舗を構える。

　タイ１号店は、都心部の大型商業
施設「サイアム・パラゴン」に設け
た。ヨーグルトは全８種類（プレー
ン、チーズ、グレープ、りんごなど）
で、日本産の牛乳を使い日本で生産
した製品を輸入する。販売価格は
100グラム80バーツ（約250円）か
らで、フルーツなどを盛り付けると
200バーツ～となり、タイで販売さ
れるデザートとしては高価。このた
めターゲットである中間～富裕層が
集まる商業施設に出店した。
　タイでは、和食店運営などを手掛

けるクリエイトエムの子会社リッチ
デリシャスが、「パーティーランド」
のフランチャイジーとなり、年内に
３店舗まで増やす。２号店は、現在、
都心エリア内で出店場所を交渉中。
３号店は年末に開業を予定する都心
の商業施設「エンカルティエ（エン
ポリアム２）」に設ける計画で、既に
出店スペースを確保済み。タイ人富
裕層に加え、日本人の家族連れなど
をターゲットに集客を狙う。

【インドネシア－鉄鋼】

ニッケル製錬所９カ所、インドネで年内完工へ
　インドネシアで、年内にニッケル
製錬所９カ所が完成するとの見通し
だ。エネルギー・鉱物省によると、
ニッケル銑鉄工場が７カ所、フェロ
ニッケル工場が２カ所となる見込み。
ジャカルタ・グローブが外電を伝え
た。
　2017年までに完工予定の製錬所

は63カ所。内訳はニッケル製錬所が
40カ所、鉄鉱石製錬所が10カ所な
どとなっている。
　鉱物石炭局のスクヤル局長は「30
カ所の工事の進捗（しんちょく）率
が年内に８割以上になる」と述べた。
国営電力ＰＬＮは、４月末までに25
社が新設する製錬所への電力の供給

を要請したと明らかにした。
　米大手格付け会社スタンダード・
アンド・プアーズ（Ｓ＆Ｐ）のザビ
エル・ジャン・アナリスト（シンガ
ポール駐在）は、製錬所の建設には
多額の投資が必要であり、エネ・鉱
省の見通しは「非現実的」との見方
を示した。

【シンガポール－労働】

財務経理担当者の昇給、シンガで55％が計画
　米人材紹介大手ロバート・ハーフ
が15日発表した財務・経理担当者の
昇給予想調査で、シンガポールの最
高財務責任者（ＣＦＯ）の55％が今
年昇給を計画していると回答したこ
とが分かった。アジア太平洋６カ
国・地域で「給与を維持する」が昇
給を上回ったのは日本だけだった。
　昇給を計画している割合は、中国

が70％、香港が69％、ニュージーラ
ンドが60％となっている。オースト
ラリアはシンガポールと同じ55％
だった。日本は45％にとどまった。
　給与を維持するとの回答割合は、
シンガポールとオーストラリアで
43％、日本は52％だった。香港は
29％、中国は28％、ニュージーラン
ドは36％にとどまっている。

　賞与については、引き上げを計画
しているとの回答で、シンガポール
とオーストラリアが37％で並んだ。
中国は61％、香港は43％、日本は
33％だった。ニュージーランドは日
本を下回る31％にとどまった。
　調査は 16カ国・地域のＣＦＯ
2,431人を対象に実施した。

2014年（平成26年）5月19日（月）［10］The Daily NNA豪州＆オセアニア版【Australia & Oceania Edition】　第03866号

【ASIA】www.nna.jp/ 【EU】www.nna.eu/Copyright(C) NNA All rights reserved. 記事の無断転載・複製・転送を禁じます

http://www.nittsu.com.au/


第60回ハービーノーマン
　家電・家具販売大手のハービーノーマンは、オース
トラリアを含めて７カ国に計230店以上のフランチャ
イズを展開する上場企業です。コンピューター、テレ
ビ、カメラなど取扱商品は幅広く、オンラインでも販
売しています。創業者のジェラルド・ハービー会長は
大富豪で競走馬の馬主としても有名です。【梶原千草】

　ハービー会長は1961年にビジネスパートナーのイア
ン・ノーマン氏（現ハービーノーマン社外取締役）と、小
売りチェーン「ノーマン・ロス」を設立し、82年までには
ニューサウスウェールズ（ＮＳＷ）州とクイーンズランド
州で計42店舗を展開するまでに成長しましたが、同店を売
却。同じ年にシドニーで「ハービーノーマン」１号店をオ
ープンし、５年後にはＮＳＷ州で13店舗に拡大。87年に
上場して以降も急成長し、ここ数年でニュージーランドや
シンガポール、マレーシア、アイルランドなどに進出を果
たしました。他にはインテリアショップ「DOMAYNE」や家電
販売「Joyce Mayne」も展開しています。
　　

　

会長の先見の明
　
　ハービーノーマンの株式の約30％を保有するハービー
会長は「小売りの天才」とされ、同社の成功はハービー会
長が小売りに精通していることが主な理由とされています。
会長が「トレンドを理解し、需要に応える目利き」と称さ
れている背景には、ハービー会長が家庭にコンピューター
が普及するといち早く予測し、87年に他の電化製品と同様
に店舗で販売を開始したことがあります。今では、同社の
売上高の30％をコンピューター関連製品が占めています。
　

起業家精神と後継者
　
　ハービー会長の格言である「I have never been afraid
to try something new（新しいことに挑戦することを恐れ
たことは一度もない）」は起業家精神としてしばしば国内で
も引用されます。従業員にも「Go to it.If you need

advice,tap on my open office door and ask（頑張ってや
ってみろ。話はいつでも聞く）」と呼び掛け、社員のアイデ
アにはオープンです。
　しかし、カリスマ創業者が率いる企業としてはご多分に
漏れず、ハービー会長も74歳になり、後継者問題が地元メ
ディアでも取沙汰されています。ハービー会長は最近のイ
ンタビューで「90歳まで頭がしっかりして生きていたら、
たくさんまだやれることがある」と、続投意欲は満々です。
　

市場競争の激化
　
　コンピューターとソフトウェア関連の大手小売り業者の
市場シェアは◆ハービーノーマン：18％◆ＪＢハイファ
イ：14.6％◆ディック・スミス：7.3％――で、ハービーノ
ーマンは、マーケットリーダーとしてシェアの拡大を進め
ています。最近は特に広告戦略に力を入れています。しか
し、オンライン販売を含めた競合との値引き合戦が激化し、
各社の利幅は圧迫されています。また米アップルの製品は、
アップルの直営店やオンラインで購入する消費者が増えて
います。
　さらにハービー会長は、先に発表された来年度の連邦政
府の緊縮財政予算案を受け、消費者が財布のひもをより固
く締めることにならないか懸念を示しています。最近の豪
ドル安も、商品の輸入コスト高につながり、価格転嫁を迫
られる結果、値上げによって消費者心理をますます悪化さ
せるとしています。
　今後は、成長が続くと予測される国内住宅市場の需要を
見込んで、家具・家事用品をより充実させることや、直営
店舗とオンライン店舗をライブチャットでつなげるなど連
動性の強化、アジアなどの海外直営店舗の拡大が成長要素
となるとみられます。
　（当連載は毎週月曜日連載です。バックナンバーはホー
ムページでご覧になれます）

＜会社概要＞
【ハービーノーマン・ホールディングス・リミテッ
ド】
本拠：ニューサウスウェールズ州ホームブッシュ・
ウエスト
主要人物：ジェラルド・ハービー会長、ケイ・Ｌ・
ページ社長
主要事業：家電・家具販売
売上高：（13年7月～13年12月）29億9,000万豪
ドル
税引き後純利益：（同）１億1,140万豪ドル
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５月９日～５月15日
　【和書ベスト10】
　1.『雑草の如き道なりき しがらみ編』上月わたる（牧野出版）
　2.『長生きしたけりゃふくらはぎをもみなさい 健康プレミアムシリーズ』槙孝子（アスコム）
　3.『女のいない男たち』村上春樹（文藝春秋）
　4.『村上海賊の娘〈上巻〉』和田竜（新潮社）
　5.『別冊プラスアクト vol.16』（ワニブックス）
　6.『村上海賊の娘〈下巻〉』和田竜（新潮社）
　7.『忍耐の法――「常識」を逆転させるために』大川隆法（幸福の科学出版）
　8.『物事は単純に考えよう』池森賢二（ＰＨＰ研究所）
　9.『ＴＲＦイージー・ドゥ・ダンササイズＤＶＤ　BOOK ESSENCE』（宝島社）
　10.『アナと雪の女王』サラ・ネイサン／セラ・ローマン（偕成社）
　紀伊國屋書店ホームページ＜http://www.kinokuniya.co.jp/＞より
　

＜新刊案内＞

　

『準備する力 夢を実現する逆算のマネジメント』
　
　川島永嗣　著／KADOKAWA

　「今日がいいか、悪いかだけじゃなくて、５年後、10年後の自分を常にイメージする。僕はそれを繰り返し
てきた」。決してエリートではなかったサッカー日本代表の「守護神」が、これまでに実践してきた10のステッ
プを公開する。たっぷりとつづられた川島選手の成長哲学、「自分を変えたい」と思っている人は必読である。
　

＜おすすめの一冊＞　

　

『定本 黒部の山賊 アルプスの怪』
　
　伊藤正一　著／山と渓谷社

　黒部ダム建設以前である昭和20年代の黒部峡谷の様子が生き生きと描かれた、ノンフィクションの名作であ
る。登山愛好家はもちろん、山に興味のない人も、伊藤氏の見聞きする北アルプスの様子や、直面する困難、そ
れを乗り越えていく様子に胸を躍らせることができる一冊だ。
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海外主要市場の商品市況

Bloombergより作成の参考値

取引所・時間 銘柄 直近値 前日比 取引所・時間 銘柄 単位 直近値 前日比
銅先物 6887.50 2.50 WTI原油先物 バレル 101.68 0.18
銅現物 6941.00 -35.00 ＮＹＭＥＸ 天然ガス先物 MMBTU 4.44 -0.03 
アルミニウム先物 1779.75 4.75 (16日6時40分) ガソリン先物 ガロン 296.59 0.17
アルミニウム現物 1734.00 1.00 灯油先物 ガロン 295.60 0.54
すず先物 23320.00 -35.00 ＣＯＭＥＸ 金先物 トロイオンス 1294.90 1.30

ＬＭＥ すず現物 23450.00 0.00 (16日6時40分) 銀先物 トロイオンス 19.44 -0.05 
(16日11時40分) 鉛先物 2120.00 -11.00 SICOM(16日18時40分) ゴムRSS３先物 キログラム 208.30 0.30

鉛現物 2108.50 -27.00 シカゴ 小麦先物 ブッシェル 679.75 1.50
ニッケル先物 19128.00 378.00 (16日5時40分) 大豆先物 ブッシェル 1472.50 2.25
ニッケル現物 18750.00 0.00 トウモロコシ先物 ブッシェル 485.25 1.00
亜鉛先物 2063.50 4.50 ICE(16日6時40分) 砂糖先物 ポンド 18.18 -0.02 
亜鉛現物 2054.25 -43.75 日本(16日19時40分) ナフサ先物 トン 935.25 -19.00 
亜鉛先物 15205.00 -65.00 ﾄﾞﾊﾞｲ(16日14時40分) ドバイ原油 バレル 105.67 -0.08 
金先物 260.85 -1.45 ﾛﾝﾄﾞﾝ(16日11時40分) 北海ブレント バレル 110.04 0.34

上海 鉛先物 13915.00 -60.00 　ＳＩＣＯＭ＝シンガポール商品取引所
(16日18時40分) 銅先物 48380.00 -140.00 　ＩＣＥ＝インターコンチネンタル取引所

鋼線先物 3186.00 0.00 　※括弧内のデータ取得時間はいずれも現地時間
アルミニウム先物 13035.00 -105.00 　※限月はＬＭＥ先物が３カ月、そのほかは中心限月

　ＬＭＥ＝ロンドン金属取引所 　※ＬＭＥ、上海の単位：上海・金（グラム）を除き全てトン
　ＮＹＭＥＸ＝ニューヨーク・マーカンタイル取引所　　　　 　※値：ＳＩＣＯＭ、シカゴは米セント。上海は中国元。それ以外は米ドル
　ＣＯＭＥＸ＝ニューヨーク商品取引所

■為替クロスレート

通貨＼ｺｰﾄﾞ JPY USD EUR GBP CNY HKD TWD KRW THB VND MMK MYR SGD IDR PHP INR AUD NZD

日本円 0.0099 0.0072 0.0059 0.0615 0.0764 0.2973 10.1030 0.3206 208.653 9.48443 0.0318 0.0124 112.535 0.4318 0.5813 0.0105 0.0114

米ﾄﾞﾙ 101.4320 0.7294 0.5955 6.2333 7.7518 30.1570 1024.78 32.5185 21165.0 961.695 3.2254 1.2534 11415.0 43.8050 58.9662 1.0685 1.1585

ﾕｰﾛ 139.249 1.3711 0.8165 8.5464 10.6283 41.3477 1405.06 44.5855 29018.9 1318.56 4.4223 1.7185 15650.9 60.0602 80.8474 1.4649 1.5884

英国ﾎﾟﾝﾄﾞ 170.541 1.6791 1.2247 10.4665 13.0162 50.6374 1720.73 54.6027 35538.7 1614.81 5.4159 2.1046 19167.2 73.5541 99.0117 1.7941 1.9453

中国人民元 16.2733 0.1604 0.1170 0.0955 1.2436 4.8380 164.404 5.2169 3395.47 154.283 0.5174 0.2011 1831.29 7.0276 9.4599 0.1714 0.1859

香港ﾄﾞﾙ 13.0851 0.1290 0.0941 0.0768 0.8041 3.8903 132.200 4.1950 2730.35 124.062 0.4161 0.1617 1472.57 5.6510 7.6068 0.1378 0.1494

台湾ﾄﾞﾙ 3.3636 0.0332 0.0242 0.0197 0.2067 0.2570 33.9815 1.0783 701.827 31.8896 0.1070 0.0416 378.519 1.4526 1.9553 0.0354 0.0384

韓国ｳｫﾝ 0.0990 0.0010 0.0007 0.0006 0.0061 0.0076 0.0294 0.0317 20.6532 0.93844 0.0031 0.0012 11.1390 0.0427 0.0575 0.0010 0.0011

ﾀｲﾊﾞｰﾂ 3.1194 0.0308 0.0224 0.0183 0.1917 0.2384 0.9274 31.5138 650.860 29.5738 0.0992 0.0385 351.031 1.3471 1.8133 0.0329 0.0356

ﾍﾞﾄﾅﾑﾄﾞﾝ 0.0048 0.00005 0.00003 0.00003 0.00029 0.00037 0.0014 0.048 0.0015 0.04544 0.0002 0.0001 0.5393 0.0021 0.0028 0.00005 0.0001

ﾐｬﾝﾏｰﾁｬｯﾄ 0.1054 0.00104 0.00076 0.00062 0.00648 0.00806 0.03136 1.06560 0.03381 22.0080 0.0034 0.0013 11.8697 0.04555 0.06131 0.00111 0.00120

ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞ 31.4488 0.3100 0.2261 0.1846 1.9326 2.4033 9.3498 317.722 10.0820 6561.98 298.163 0.3886 3539.10 13.5813 18.2818 0.3313 0.3592

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙﾄﾞﾙ 80.9288 0.7978 0.5819 0.4752 4.9732 6.1847 24.0605 817.613 25.9446 16886.3 767.28 2.5734 9107.37 34.9495 47.0457 0.8525 0.9243

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱﾙﾋﾟｱ 0.0089 0.00009 0.00006 0.00005 0.00055 0.00068 0.0026 0.0898 0.0028 1.8541 0.08425 0.0003 0.0001 0.0038 0.0052 0.0001 0.0001

ﾌｨﾘﾋﾟﾝﾍﾟｿ 2.3156 0.0228 0.0166 0.0136 0.1423 0.1770 0.6884 23.3941 0.7423 483.164 21.9540 0.0736 0.0286 260.587 1.3461 0.0244 0.0264

ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ 1.7202 0.0170 0.0124 0.0101 0.1057 0.1315 0.5114 17.379 0.5515 358.934 16.3093 0.0547 0.0213 193.59 0.7429 0.0181 0.0196

ｵｰｽﾄﾗﾘｱﾄﾞﾙ 94.9403 0.9359 0.6826 0.5574 5.8340 7.2551 28.2250 959.13 30.4352 19809.1 900.084 3.0188 1.1731 10683.70 40.9986 55.1885 1.0843

ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞﾄﾞﾙ 87.5638 0.8632 0.6296 0.5141 5.3805 6.6913 26.0313 884.583 28.0697 18269.5 830.128 2.7841 1.0819 9853.34 37.8122 50.8992 0.9223
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Bloombergより作成の参考値

    為替       

地域 更新 JPY/現地 現地/USD 現地/EUR 地域 更新 JPY/現地 現地/USD 現地/EUR

オセアニア 16日 87.5638 1.1585 1.5864 アジア 16日 0.004793 21,165.00 28,984.19
16日 94.9403 1.0685 1.4631 欧州 16日 138.9370 0.7303 1.0000

アジア 16日 1.0000 101.432 138.904 16日 170.6840 0.5947 0.8146
16日 0.09898 1,024.780 1,403.369 16日 113.7240 0.8914 1.2224
16日 16.2733 6.2333 8.5360 16日 18.6192 5.4478 7.46470
16日 13.0851 7.7518 10.6151 16日 2.9252 34.7533 47.5171
16日 3.3636 30.1570 41.2980 16日 0.4555 222.6800 305.5940
16日 2.3156 43.8050 59.9881 16日 33.1543 3.0575 4.1951
16日 80.9288 1.2534 1.7164 16日 5.0645 20.0317 27.4515
16日 31.4488 3.2254 4.4288 16日 15.4591 6.5634 8.9908
16日 3.1194 32.5185 44.532 北米 16日 101.4560 1.0000 1.3702
16日 0.008886 11,415.00 15,632.15 16日 93.4670 1.0873 1.4889
16日 1.7202 58.9662 80.7428 中南米 16日 7.8679 12.9142 17.6684

オセアニア・アジア：19:30 JST、 欧州・北米・中南米：06:00 JST 時点

    株式       

地域 マーケット 指数 更新 終値 前営業日比 年初比 地域 マーケット 指数 更新 終値 前営業日比 年初比

オセアニア ウェリントン NZSX50 16日 5,186.19 -8.77 417.15 アジア ジャカルタ JSX 16日 5,031.57 39.93 704.31
シドニー ASX 16日 5,458.90 -31.30 89.10 マニラ Composite PSE 16日 6,817.71 -31.62 833.45

アジア 東京 日経平均 16日 14,096.59 -201.62 -1,812.29 ホーチミン ベトナム株価指数 16日 529.49 5.44 24.98
TOPIX 16日 1,159.07 -19.22 -133.08 ムンバイ SENSEX30 16日 24,121.74 216.14 2,981.26
JASDAQ 16日 92.15 -1.12 -11.56 欧州 ロンドン FTSE 100 16日 6,855.81 14.92 137.90

ソウル 総合 16日 2,013.44 3.24 46.25 フランクフルト DAX 16日 9,629.10 -26.95 229.06
KOSDAQ 16日 557.59 -4.16 61.31 パリ CAC40 16日 4,456.28 11.35 229.00

上海 B株 16日 226.68 1.20 -26.81 アムステルダム AEX 16日 399.56 -0.69 -0.26 
深セン B株 16日 816.15 1.24 -50.20 ミラノ FTSEMIB 16日 20,648.59 228.97 1,718.96
香港 ハンセン 16日 22,712.91 -17.95 -627.14 マドリード IBEX35 16日 10,478.70 113.70 718.40

ハンセンH 16日 9,955.35 -15.89 -753.99 ブリュッセル BEL20 16日 3,098.15 -13.85 217.70
台北 加権 16日 8,888.45 7.80 275.91 チューリヒ SMI 16日 8,683.62 38.88 413.16
シンガポール ST指数 16日 3,262.59 -9.90 87.94 北米 ニューヨーク ダウ 16日 16,491.31 44.50 49.96
クアラルンプール KLSE総合 16日 1,883.34 3.51 30.39 NASDAQ 16日 4,090.59 21.30 -52.48 
バンコク SET 16日 1,405.26 10.05 174.49 トロント トロント300 16日 14,514.74 -74.15 920.55
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　「中国人に恨みはないが悪いのは中
国」――広州留学時代に知り合ったベト
ナム人は、同国の反中デモについて尋ね
ると、こんなメッセージを送ってきた。
　ベトナムではかなりの富裕層である
彼は、妻に子育てと経営する会社を押し
付け、かれこれ４年以上も留学し続けて
いる。「子育てと会社経営から離れて遊
び続けたい」と公言するある意味ちゃら
んぽらんな男だが、その彼をしても対中
強硬論とは驚いた。一方、中国人の友人
に尋ねると「中国は当然のことをしてい
る。ベトナム人が怒っている理由が分か
らない」と困惑した様子だった。
　現地で中国人が死亡がしたとの報道
もあり、抜かれた剣で傷付くのはやはり
市井の人々か。進出の日系企業や香港系
企業にも被害が出たという。それぞれが
相容れない正義を振りかざしているベ
トナムと中国。事態の平和的解決をみる
のはいつの日か。（雨）

香港

　初めて当地を訪れたのは10年前。韓
国料理が続き、日本食が急に恋しくなり
ホテル近くの日本式居酒屋に行った。芸
者が描かれたのれんをくぐると、イミテ
ーションのサクラが不規則に飾られ、日
本酒の空ビンが窓辺に並び、いかにも外
国人経営の日本風居酒屋だった。すしの
盛り合わせはヒラメとサーモンの２種
類で、海鮮焼きそばはコチュジャンで仕
立てたムール貝だらけの焼うどんだっ
た。当時は、海外だからこんなものだろ
うと満足したものだ。
　しかし、近年日本の居酒屋チェーン店
や日本人経営者のお店が次々にオープ
ンし、当地での日本食に対する舌もすっ
かり肥えた。先日、友人がホテルの近く
で１杯いこうと、あの居酒屋に10年ぶ
りに訪れたが、相変わらずのすしの盛り
合わせに当然の落第点。
　改めて、おいしい日本食が堪能できる
ようになったことに感謝したい。（公）

韓国

　インドネシア政府は児童保護法を改
正する方針だ。先月にジャカルタのイン
ターナショナルスクールで、トイレの清
掃作業員の男が幼稚園部の男児に性的
ないたずらをしていたことが発覚する
など、性的虐待事件が多発しているため
だ。
　改正法案は、児童への性的虐待行為に
対する禁錮刑を現行法の最高15年から、
最高で無期に伸ばす。受刑者に対して化
学的な去勢を施すことも盛り込む。ま
た、未成年者による事件を減らすため、
授業カリキュラムの見直しも実施する
考え。
　社会省によると、昨年に男児90万人、
女児60万人が何らかの性的虐待を受け、
特に学校での被害が多いという。どうや
って統計を取ったのかは不明だが、将来
的に現地で子育てをするかもしれない
身として不安になる数字だ。法律改正と
ともに効果的なセーフティーネットの
構築が望まれる。（谷）

インドネシア

　コンビニの店頭に並ぶＤＶＤの中の
１枚がずっと気になっていた。パイロッ
ト帽の中年男性。遠くを見つめる憂いを
帯びた目は、昭和の演歌歌手のような雰
囲気を醸し出している。
　数週間迷った揚げ句、ついに購入し
た。価格は69バーツ（約215円）。食品
ビジネスで立身出世を果たした有名人
ということは分かっていたが、ＤＶＤの
内容は全く見当がつかない。その風貌
と、ジャケット写真でマイクを持ってい
ることから、勝手に歌謡ショーだと考え
ていた。
　再生すると、冒頭はファンと触れ合う
様子が流れ、その後、ステージのシーン
へ。マイクを握り、歌声に期待したが、
延々とトークが続く。早送り再生したも
のの、会社ＰＲなどを挟み、２時間を超
える映像はそのまま終了した。ＤＶＤの
内容は明らかになったが、今度は会場を
沸かすトークの内容が非常に気になる。
タイ語の習得に励みたい。（中）

タイ

　ヌグリスンビラン州スレンバンにあ
る教会で、高齢の修道女２人がひったく
りにあい大けがをしたというニュース
が地元紙で伝えられていた。うち１人は
未だ病院で意識不明の状態にあるとい
う。
　さまざまな民族が共存しているマレ
ーシアだが、筆者が当地に赴任してから
も、ペナン州の教会に火炎瓶が投げ込ま
れるなどの事件が起きており、小さない
ざこざのようなものが一切ないわけで
はない。ただ今回の事件では、宗教や民
族間の問題よりも治安の悪化に対する
懸念をより多く耳にする。交流サイト
（ＳＮＳ）のフェイスブックでも、政府
が対策を打ち出すことを望むとの投稿
をいくつか見かけた。
　当地に滞在する外国人としても、政府
による治安対策強化を願うとともに、け
がをした修道女らの一日も早い回復を
祈りたい。（玖）

マレーシア

　タクシーに乗っていてこちらが日本
人だと分かると、日本にまつわる話を運
転手が色々と話しかけてくることは多
い。
　よく聞くのは過去に日系企業に勤め
ていた話や訪日旅行など。こうした話は
こちらとしても興味深く、相づちも打ち
やすい。ただ時々返答に困る質問を投げ
かけられることもある。「日本のこの製
品知ってるか？日本で有名か？」と健康
器具のチラシを見せて説明するおじさ
ん。「日本と韓国という２つの国の違い
を教えてくれ」と突然聞いてきたお兄さ
ん。日本に高い関心を寄せてくれている
ことは伝わってくるが、こちらの勉強不
足で彼らの期待に応えるだけの十分な
答え・情報を提供できず、歯がゆい思い
をすることもある。
　あの健康器具は後日調べたら日本で
結構な人気商品らしい。実現する可能性
はかなり低いが、今度あのおじさんのタ
クシーに乗ったら教えてあげたい。（雪）

シンガポール
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